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研究要旨 
宮城県石巻市の小学 3 年生に対して、2 年目の小児肥満への介入調査を継続した。最
終年度である平成 29 年度は、栄養に関するレコーディングダイエットの実施可能性
を検討した。結果、昨年度の介入終了日から 10ヶ月後の郵送調査で 17 人（男児 6人、
女児 11 人）中 9 人（参加率 53％；男児 2 人、女児 7 人）より記入済み食事日誌の返
送があった。返送された日誌には主食・主菜・副菜について正しく回答されており、
間違えはみられなかった。このことから、10 歳未満の小学校 2、3 年生に対する肥満
予防・改善を目的とした介入方法の一つとして、レコーディングダイエットは実施可
能であると考える。 
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Ａ．研究目的 
 東北地方は肥満・過体重の児が多い地域であるが、
東日本大震災後にその割合は一層増加した（文献1-
4）。原因として地震・津波の被害のために運動の機
会が減少したことやストレスなどの心理的要因に
よる過食が影響したと考えられている。 
本研究は被災地域の小児肥満を減少させるため、

健康教育を取り入れた効果的な介入方法を検討す
ることを目的とし、平成28年度から2年計画で小児
に対するレコーディングダイエットの実施可能性
についてパイロット調査を実施した。対象者は宮城
県石巻市の小学2年生110人であり、初年度は17人（1
5.4％）が参加した。参加者に対して、清涼飲料水の
摂取・運動に関するレコーディングと夕食前の体重
測定を47日間実施した。結果、17人中11名より清涼
飲料水の摂取・運動に関するレコーディングと夕食
前の体重測定の結果記載済み日誌が提出された。 
最終年度である平成29年度は、栄養に関するレコ

ーディングダイエットの実施可能性を検討した。 
 

Ｂ．研究方法 
【対象者】 
初年度に参加協力の同意が得られた石巻市の小

学3年生、17人（男児6人、女児11人）である。 
 

【実施方法】 
対象者に対して栄養に関するレコーディングダ

イエットを実施した。昨年度の介入終了日から10ヶ
月後に対象者へ小児肥満に関するリーフレットと
共に3日分の食事日誌（資料1-3）を郵送した。食事
日誌は1日分を朝食、昼食、夕食、おやつ（時間も記
入）に分け、それぞれ主食、主菜、副菜、牛乳・乳
製品、くだもの、おかし・のみ物・そのほかを記入
頂いた。また、食事日誌への記入を通して、参加児
童が主食、主菜、副菜を揃えることの必要性を知る
ことができるように、どの食事でどのような食品が
不足しているか、また摂りすぎているか確認できる
ようにした。記入した食事日誌は返送頂き、食事内
容に応じて管理栄養士からの食事アドバイスを返
送した（資料4）。 
  

（倫理面への配慮） 
 本研究は、東北大学大学院医学系研究科の倫理審
査委員会の承認を得て実施した。 
 保護者宛に書面にて研究についての説明を行い、
研究への参加を依頼した。対象者は未成年であるこ
とから、代諾者（保護者）から同意文書に署名を得
たうえで実施した。 

 
Ｃ．研究結果 
昨年度の介入終了日から10ヶ月後の郵送調査で1

7人（男児6人、女児11人）中9人（参加率53％；男児
2人、女児7人）より記入済み食事日誌の返送があっ
た。うち、女児2名は、レコーディングダイエット新
規参加者であった。食事日誌の記載の中で、主食・
主菜・副菜記載について、間違えはみられなかった。
また、食事日誌を元に女児7人に対して野菜料理を1
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品増やすこと、男児2人に対して牛乳（乳製品）を摂
りすぎないこと、21時以降は飲食を控え、お茶か水
のみの摂取に抑えることのアドバイスを郵送した
（資料４）。 
 

Ｄ．考察 
 二年計画の最終年度は、石巻市の小学3年生9人

に対して栄養に関するレコーディングダイエットの
実施可能性についてパイロット調査を実施した。食
事日誌への記入を依頼した結果、返送された日誌に
は主食・主菜・副菜についての記載が正しく記入さ
れており、間違えはみられなかった。 
先行研究より、食事日誌を提出することによる体

重低減効果は、2011年のシスティマティックレビュ
ー（文献9）により明らかにされている。国内児童
においては、齊藤らが、岩手県盛岡市の小学生4、5
年生を対象とした食事調査票を用いた介入により肥
満度低減効果がみられたことを報告している（文献
10）。本研究より、10歳未満の小学校2、3年生であ
っても保護者の協力を得ることで身体活動や食事に
関するレコーディングの実施は可能であることが明
らかとなった。レコーディングの結果では、男児で
21時以降の飲食、女児で野菜摂取不足がみられた。
これらの食習慣は肥満のみならず、肥満に伴う高イ
ンスリン血症の他、夕食が遅いことによる自律神経
系やホルモン系へのすることが示唆されている（文
献7）。また、生活習慣病の一つである高脂血症の予
防には、子どものうちからの肥満や日常生活の改善
が必要であり、コレステロール吸収阻害等の作用が
ある食物繊維やLDLの酸化を防ぐ抗酸化物を含む野
菜の十分な摂取を保護者と共に児童に促す対応が重
要となる（文献12）。小児肥満は成人にかけてトラ
ッキングすることからも、レコーディングダイエッ
トを用いることでより早期からの肥満予防・改善を
目的とした介入が実現可能かもしれない。 
盛岡らは、介入中のレコーディングダイエット

は、セルフモニタリングの習慣及びスキル獲得を助
け、介入後もレコーディングを続ける意欲を高める
ことを示した（文献13）。肥満指導後のレコーディ
ングの継続による体重減量維持は、先行研究によっ
て明らかされている（文献14）。このことから、レ
コーディングダイエットを用いた介入は、生活習慣
の自己管理能力の獲得を助け、参加者の長期にわた
る肥満予防を促すと考える。特に、小学生の時期
は、健康的な生活習慣を身に付ける大切な時期であ
るので、より大きな効果が得られると考える(文献
15)。 
 本研究に参加同意が得られた者の内、レコーディ
ングが完遂した者の割合は、昨年度65％、本年度
53％であった。英国の成人対象の研究では、紙媒体
によるレコーディングダイエットの介入開始6か月
後の参加率は53％と報告しており（文献16）、本研
究の参加率とほぼ同様であった。この報告では、ス
マホアプリによるレコーディングダイエットも実施
しており、介入開始6か月後の参加率を93％と報告
している。従って、レコーディングの内容や方法を
改善することで、ポピュレーションアプローチも可
能となるかもしれない。 

 
 
Ｅ．結論 
 10歳未満の小学校2、3年生に対する肥満予防・改
善を目的とした介入方法の一つとして、レコーディ
ングダイエットは実施可能であることが明らかとな
った。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
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平成 29 年 12 月 15 日 
保護者の皆さまへ 
 

東北大学災害科学国際研究所 
栗山 進一 

 
「東日本大震災後に発生した小児への健康被害への対応に関する研究 

―震災後の肥満とアレルギー疾患のへ対応―」 

「食事にっし」による食事指導のご案内 
 
拝啓 
 師走の候、皆さまにおかれましては、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 
昨年度は、調査票への回答や運動指導グループへの参加にご協力をいただきまして誠にありがとうござ
いました。 
 さて、もうすぐ冬休みが始まります。クリスマスや大みそか、お正月などの行事があり、食べ過ぎに注意
が必要な季節です。冬休み中も、規則正しい食生活を心がけて、体重を増やさないようにすることが、肥
満予防のために大切です。 
 そこで今年度は、お子さんの規則正しい食生活を維持する目的で管理栄養士による食事指導を実施す
ることにいたしました。今回の食事指導では、同封いたしました「食事にっし」を 3 日間ご記入の上ご返送
いただいた方を対象に、管理栄養士が食事内容を確認し、所見を返信いたします。その他、食事に関す
るご質問についても回答いたしますので、是非ご参加ください。なお、ご記入いただきました「食事にっし」
は、12 月 31 日(日)までにご返送くださいますようにお願いいたします。ご質問などは、下記までご連絡
ください。 
 末筆ながら、ご家族健康で新年を迎えられますようお祈り申し上げます。 

敬具 
 

 
記 

【同封書類】 
 食事にっし・・・普通の日３日間についてご記入ください。 
 返信用封筒 
 おたより 「小児肥満と健康」 

 
 

資料 1 
 

問い合わせ先： 
 〒980-8575 宮城県仙台市青葉区星陵町 2-1 
 東北大学災害科学国際研究所 災害公衆衛生学分野 
          松原 博子   西出 朱美 
 TEL：０２２－２７４－６０９１  FAX：０２２－７１７－８１０６ 
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